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産業部門: 4億3,000万トン 
(▲6.3%) ［+3.0%］ 
 

業務その他部門: 2億8,100万トン 
(+19.5%) ［+3.2%］ 
 

運輸部門: 2億2,200万トン 
(▲12.6%) ［▲1.8%］ 
 

家庭部門: 2億0,300万トン 
(+16.3%) ［▲0.4%］ 
 

エネルギー転換部門: 8,800万トン 
(+11.0%) ［+0.2%］ 
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<出典> 温室効果ガス排出・吸収目録 

家庭部門、業務その他部門における二酸化炭素排出量の増加 

○2013年度のCO2排出量は、2005年度と比較して、 家庭部門で16.3%（28百万t-CO2）増加、

業務その他部門（商業・サービス・事務所等）で19.5％ （46百 万t-CO2）増加。 

課題 
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二酸化炭素排出量の内訳 （電気・熱配分後） 

二酸化炭素排出量の内訳 （電気・熱配分後）
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○CO2排出量のうち、工業プロセス、廃棄物等を除く
93%がエネルギーの消費に伴うものである。

○自家用車、一般廃棄物を含め、家庭からの排出
は全CO2排出量のうち約2割であり、残る8割は
企業や公共部門からの排出である。

○「電力由来」とは、自家発電等を含まない、電力
会社などから購入する電力や熱に由来する排出
を指す。

家庭
（家庭での冷暖房・給湯，

家電の使用等）

業務その他
（商業・サービス・事

業所等）

運輸
（貨物車，企業の自家

用車，船舶等）

21%

12%

企業・公共部門関連
79%

1%

主体別

部門別

うち
電力由来

14%

業務
その他
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運輸
（家庭の自家用車）

家計関連と企業・公共部門関連に分けたもの

合計
13億1,000万t

家計関連 

21％ 

業務その他部門 
（商業・サービス・事務所等） 

21％ 

○家計関連及び業務その他部門からのCO2排出量は、国全体の約４割を占める。 
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○環境省では、家庭からのCO2排出削減対策の検討や、対策の削減効果の検証等に必要となる 
詳細なCO2排出実態を把握。 

調査方法 インターネットモニター調査 

調査対象 関東甲信地方、北海道地方の一般世帯 

調査期間 平成24年10月～平成25年9月 

回収状況 
関東甲信 回収数 1,997 （回収率 61.8％） 
北海道 回収数 1,246 （回収率 56.9％） 

調査項目 
電気・ガス・灯油・ガソリン・軽油の使用量等（12か月分） 
属性事項（世帯属性、住宅属性、機器使用状況、車両使用状況、 
       省エネルギー行動実施状況等） 

注意事項 
本統計調査では、インベントリ上の家庭部門に加え、運輸部門の
「家庭の自家用車」相当分を対象として調査。なお、一般廃棄物は
対象外。 

環境省HP http://www.env.go.jp/earth/ondanka/ghg/kateitokei.html 

「家庭からの二酸化炭素排出量の推計に係る実態調査 試験調査」 
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○調査結果から推計した世帯あたりの年間CO2排出量は、関東甲信で4.0トン、北海道
では7.3トンとなっており、関東甲信に比べ北海道は1.8倍の排出量。 

○関東甲信では戸建住宅が集合住宅より1.5倍、北海道では1.8倍の排出量。 
○エネルギー種別では、ともに「電気」の使用に伴う排出が最も多くなっており、北

海道では、特に「灯油」や「ガソリン」の使用に伴う排出量が多い。 

調査結果概要① ： エネルギー種別 世帯あたり年間ＣＯ２排出量 
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＜出典＞「家庭からの二酸化炭素排出量の推計に係る実態調査 試験調査」結果 4 



※1 「省エネルギー行動実施率」とは、計26項目の省エネルギー行動の「該当しない」を除く項目のうち、実施している項目の割合を世帯ごとに集計したもの。 
※2 「北海道・省エネルギー行動実施率」の「0％～20％」は、集計世帯数が10未満のため表示していない。 
※3 前ページ「エネルギー種別 世帯あたり年間CO2排出量」とは集計世帯数が異なるため、全体のCO2排出量の値、nは一致していない。 

○用途別の年間CO2排出量は、関東甲信の全体では「照明家電製品等」からの排出が全体の37％
と最も多く、次いで、「自動車用燃料」（22％）、「給湯」（17％）、「暖房」（16％）の
順。 

○また、北海道の全体では「暖房」からの排出が全体の30％と最も多く、次いで、「照明家電
製品等」（28％）、「自動車用燃料」（21％）、「給湯」（18％）の順。 

○計26項目の省エネルギー行動の実施率が高い世帯ほど排出量が少なく、関東甲信では実施率が
0～20％の場合は4.9トン、80～100％の場合は3.3トンと３割以上少ない。 

調査結果概要② ： 用途別 世帯あたり年間ＣＯ２排出量と省エネ行動 
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（出所）「家庭からの二酸化炭素排出量の推計に係る実態調査 試験調査」結果 5 



家庭部門・業務その他部門対策としての国民運動の展開 
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環境省が推進する地球温暖化対策 
＜家庭部門・業務その他部門対策の例＞ 

低炭素ライフスタイル構築に
向けた省エネ診断の促進 

CO２削減ポテンシャル診断等 

経済界 地方公共団体 労働界 

マスコミ 
政府 

（関係府省） 

NPO等 
団体 

未来のライフスタイルを創造
する技術イノベーション 

気候変動キャンペーン 
Fun to Share 

国民運動 

健全な危機感の醸成 
（IPCC AR5の普及） 

具体的削減行動の促進 
（日本の環境技術・知恵の普及拡大） 

低
炭
素
社
会
の
実
現 

6 



気候変動キャンペーン Fun to Share 

気候変動キャンペーン 

Fun to Share 

ホームページ訪問数 
約10,000 / １日 

SNSでのシェア数 
約6,300 

賛同企業宣言数 
約3,200 

キックオフ（平成26年３月２６日）  

○環境大臣 
○環境副大臣 
○経済団体代表 

○業界団体代表 
○地方公共団体代表 
○労働団体代表 

＜キックオフイベント＞ 

○ 企業、団体等に対し、低炭素社会構築に向けた具体的な行動の促進、省エネ技術・機器の
導入の必要性等を伝えていく。 

○ 個人に対し、気候変動対策に関する情報の確実な伝達、他者や地域のつながりの促進、個
人で行うことのできる削減対策の提案等を行う。気候変動についての健全な危機意識を醸
成し、低炭素社会構築に向けた積極的な世論形成も促進していく。 

活動の広がり（平成26年12月4日現在） 

様々なイベントや 
メディア等を活用 

“ガマンのエコ”から楽し
みながらのアクションへ 
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Fun to Share キックオフイベント（平成26年３月26日）出席者 

出席者（賛同者） 宣言内容 

【経済団体】 
○日本経済団体連合会会長 米倉弘昌氏     
○経済同友会副代表幹事 長島徹氏 

 
･「技術で世界規模の低炭素社会へ」 
･『「創・蓄・省・熱」エネ』で低炭素社会

へ 

【業界団体】 
○日本自動車工業会副会長･専務理事 名尾良泰氏 
○日本照明工業会筆頭副会長 渋谷徹氏 
○日本百貨店協会会長 茶村俊一氏 
○エコ・ファースト推進協議会 議長／ 
 ライオン株式会社代表取締役社長 濱逸夫氏 

 
･「エコカー」で低炭素社会へ 
･「新しいあかり」で低炭素社会へ 
･「クールビス、ウォームビズ」で低炭素社

会へ 
･「エコ・ファースト」で低炭素社会へ 

【労働団体】 
○日本労働組合総連合会会長 古賀伸明氏 

 
･「ライフスタイルの見直し」で低炭素社会

へ 

【地方公共団体】 
○全国知事会副会長 茨城県知事 橋本昌氏 
○全国市長会副会長 茨城県守谷市長 会田真一氏 
○全国町村会副会長 千葉県東庄町長 岩田利雄氏 
○横浜市長（IPCC総会ホスト） 林文子氏 

 
･「地域の力」で低炭素社会へ 
･「市民との協働」で低炭素社会へ 
･「地域資源の活用」で低炭素社会へ 
･「スマートシティ」で低炭素社会へ 

（※肩書きは当時） 
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 Fun to Share の具体的なアクション 

「朝から、気持ちよく始める、エコ。」「夜には、
ゆっくり休んで、エコ。」をテーマに、朝は早く起き
て、夜は早く寝ることで、夜遅くまで使用していたエ
アコン、テレビ、照明などの電力消費を抑えるととも
に、健全で充実したライフスタイルを推奨。 

〇COOL BIZ＆ 

  SUPER COOL BIZ       

冷房時の室温28℃でも快適
に過ごせるライフスタイルの
提案 

〇WARM BIZ 

暖房時の室温20℃でも快適に
過ごせるライフスタイルの提
案 

〇SMART MOVE ～「移動」を「エコ」に～ 

「移動・交通」に伴うCO2排出量を削減するため、
CO2排出の少ない移動へのチャレンジを提案 

〇ライトダウンキャンペーン  

ライトアップ施設や家庭の消灯を呼びかけ 

夏至の日と七夕(クールアース･デー)を特別実施
日 として、全国の参加施設の削減電力を集計 

ポスター 

ポスター 

〇みんなで節電アクション！ 

家庭やオフィスでの具体的対策など、
節電に役立つ情報をまとめ、節電を呼
び掛け 

○あかり未来計画  

〇グリーンカーテンプロジェクト  

〇省エネ製品買換ナビゲーション   
しんきゅうさん  

電球型蛍光ランプやLED等の高効率 

照明製品への早期切替えを推進する 
キャンペーン 

 

CO2削減・夏の節電対策のとして、ゴー
ヤやアサガオなどの植物を育てて作る
「グリーンカーテン」を推進 

テレビやエアコン等の電化製品を買い
換える際、使用中の製品と購入予定の
製品とを比較できるシステム 

〇朝チャレ！  

〇ECO DRIVER PROJECT 

CO２削減を始めとして様々な効果があるエコドライ
ブを提案 
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地球温暖化防止活動推進センター等 

指定 

都道府県 
知事 

市長※ 

環境大臣 

指定 

委嘱 

※地方自治法に基づく 
指定都市 
中核市 
特例市 

研修や援助等 

全国 
地球温暖化防止活動推進センター 

地域 
地球温暖化防止活動推進センター 

地球温暖化防止活動推進員 

全国55センター 

全国約7,000名 

＜地球温暖化対策推進法に基づく主な業務＞ 

・地域センター事業の連絡調整、地域センター
に対する指導その他の援助。 
・日常生活における温室効果ガスの排出抑制の
ための調査研究 
・地球温暖化等に関する情報・資料の収集、分
析及び提供。 

＜地球温暖化対策推進法に基づく主な業務＞ 

＜地球温暖化対策推進法に基づく主な業務＞ 

・地球温暖化の現状等に関する啓発・広報活動。 
・日常生活における温室効果ガスの排出抑制の
ための照会・相談対応及び助言。 
・地球温暖化防止活動推進員及び民間団体の活
動の援助。 
・地方公共団体への協力。 
 
 

・地球温暖化の現状等に関する住民の理解促進
に関する活動。 
・住民に対する、日常生活における温室効果ガ
スの排出抑制のための調査及び調査結果に基づ
く指導、助言。 
・国及び地方公共団体への協力。 
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これまでの地球温暖化防止国民運動 

環境省 ○京都議定書における日本の国際的約束である、温室効果ガス排出「－６％」の実現のため、2005年４月に発
足した地球温暖化防止大規模国民運動。チームリーダーは総理大臣、サブリーダーが環境大臣。 

○「ＣＯＯＬ ＢＩＺ」「ＷＡＲＭ ＢＩＺ」「ハロー！環境技術」などのロゴマークを制作、チーム員企業が
それぞれの広告等で使用することで、国民運動的な一体感を創出。未参加企業のチーム員への参加を触発。 

○一人ひとりが行う具体的な温暖化防止行動を、６つのアクションとして分かりやすく提示し、行動の実践を
呼び掛ける。 

○チーム員数        約 316万人   

○チーム員企業･団体数  約 33,000団体 

チーム・マイナス６％ 

チャレンジ２５ 

○「温室効果ガス排出量を2020年までに1990年比で25%削減する」という目標を達成するために2010年1月
より展開された地球温暖化防止のための国民運動。 

○HP等でチャレンジ25キャンペーンに参加する個人、企業・団体チャレンジャーを募集し、地球温暖化防止へ
の意識を啓発。  

○特にCO2が増加しているオフィスや家庭などにおけるCO2削減の具体的な行動を「６つのチャレンジ」とし
て提案。 

○「6つのチャレンジ」の具体的な施策として、『２５のチャレンジ』を提案。「ＣＯＯＬ ＢＩＺ」や「ＷＡ
ＲＭ ＢＩＺ」、「朝チャレ！」等の地球温暖化防止活動を推進。 

○個人チャレンジャー数       約 115万人   

○企業･団体チャレンジャー数  約 28,000団体 

11 



COOLBIZとは 

○2005年夏より、冷房時の室温を28℃にしても、オフィスや各
家庭で快適に過ごす「COOL BIZ」を提唱。この名称は、公募
を実施し、審査委員による選考の結果、決定したもの。 

○暑い夏を楽しく乗り切るため、ワークスタイルやファッショ
ン等における様々な工夫の実践で、快適に涼しく過ごす
「COOL BIZ」をあらゆるシーンにおいて推進。 

（ポスターイメージ） （ＷＥＢイメージ） 

（クールビズステッカー） 

実施概要 

○なぜ28℃か？ 
 「建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行令」及び「労働安全衛生法の事務所衛生
基準規則」において定められた室温（17℃以上28℃以下）の上限。 

○ COOL BIZの様々な工夫 
・軽装等のクールビズを実践すると、体感温度は2℃下がる。 
・冷感素材の服装を導入する。 
・日差しの当たる窓には、カーテンやブラインドを下ろすこ

とで室温上昇が抑えられる。 
・空気の循環を促進するには、扇風機を用いると効果的。 
・エアコンのフィルターの汚れも、消費電力増につながるた

め、機器のメンテナンスが効果的。 
・買換えの際は、省エネ型エアコンに買い換えると、一層の

効果が期待。 

12 



COOL BIZに関する国民の意識 

 
COOL BIZの認知度・実施率推移 

  
           ★認知率★       ★実施率★ 

 

2009年    95.7%         53.3% 

 

2010年    83.8%         49.3% 

 

2011年    90.4%         56.2% 

 

2012年    94.7%         66.9% 

 

2013年    94.9%         63.1% 

 

施策の展開 
(開始直後) 

COOL BIZにもうワンアクション 61.8％ 

（2008年：4年目） 

私もCOOL BIZしています。 48.1％ 

（2007年：3年目） 

COOL BIZでお越し下さい。 43.2％ 

（2006年：2年目） 

COOL BIZで失礼します。 32.4％ 

実施率 
（2005年：1年目） 

※COOL BIZの認知度や実施率、賛同度などを
調査するため、年3回、全国の10代以上の一
般男女を対象に意識調査を行っている。 
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（参考）節電の定着状況 

＜出典＞電力需給に関する検討会合（2014年10月31日）「2014年度冬季の電力需給対策について」 

○2014 年度冬季の需給見通しにおいて、節電の定着分（2010 年度最大電力比）とし 
 て、以下の数値が見込まれている。 

北海道電力管内 ▲4.7％ 東北電力管内 ▲2.1％ 東京電力管内 ▲7.7％ 

中部電力管内 ▲2.3％ 関西電力管内 ▲4.8％ 北陸電力管内 ▲2.8％ 

中国電力管内 ▲1.3％ 四国電力管内 ▲4.6％ 九州電力管内 ▲3.7％ 

14 



ECO DRIVER PROJECT 

環境大臣メッセージ広告への賛同団体 

（平成26年10月28日 日本経済新聞（朝刊）） 
15 



○本事業によりクールビズの推進
を開始して以来、冷房設定温度を
高く設定している企業等の割合は、
クールビズ初年度（2005年度）
の32.7%(42.5%)から2012年度
で66.9%(74.9%)という実績率と
なっている。 

○東日本大震災を受けた節電の必
要性を踏まえ、各主体のクールビ
ズを通じた節電及び温暖化防止の
取組が促進されるよう、スーパー
クールビズと称して、普及啓発を
一層強化している。 

○また、ウォームビズについても
同様に、初年度（2005年度）の
30.5%(44.9%)から2012年度に
59.2%(70.1%)という実績率と
なっている。今後もウォームビズ
のさらなる定着に向けて、引き続
き施策の推進を図っていく。 

※カッコ（ ）内は、実績率に本事業実施
前からの実施割合を含めた「実施率」 

対策・施策の進捗状況 
に関する評価 

京都議定書目達計画の進捗結果：国民運動の実施(1) 
①クールビズ 

②ウォームビズ 

①-1　クールビズ(実施率)
対策評価指標（単位：実施率%）

年度 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
第1約束

期間平均

実績 42.5 53 57.9 71.6 64.3 58.6 80.7 74.9 70.0

対策上位ケース 63 68 73 78 83 73.0
対策下位ケース 61 64 66 67 69 65.4

73.0 73.0 73.0 73.0 73.0
65.4 65.4 65.4 65.4 65.4

42.5

53

57.9

71.6

64.3
58.6

80.7
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対策上位ケース

対策下位ケース

②-1　ウォームビズ(実施率)
対策評価指標（単位：実施率%）

年度 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
第1約束

期間平均

実績 44.9 55.8 66.7 70.5 63.5 60.4 73.1 70.1 67.5

対策上位ケース 66 71 76 81 86 76.0
対策下位ケース 64 67 69 70 72 68.4

76.0 76.0 76.0 76.0 76.0
68.4 68.4 68.4 68.4 68.4
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＜出典＞地球環境部会（第120回）・産業構造審議
会環境部会地球環境小委員会合同会合（第41回）
資料『京都議定書目標達成計画の進捗状況につい
て(環境省）』より環境省作成 16 



①クールビズ 

京都議定書目達計画の進捗結果：国民運動の実施(2) 

①-2　クールビズ(実績削減量)
排出削減量（万t-CO2）

年度 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
第1約束

期間平均

実績 92 126 140 172 185 169 156 220 180.4

対策ケース 136 139 140 141 140 139.2

139.2 139.2 139.2 139.2 139.2
#REF! #REF! #REF! #REF! #REF!
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②-2　ウォームビズ(実績削減量)
排出削減量（万t-CO2）

年度 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
第1約束

期間平均

実績 106 143 163 145 107 96 162 171 136

対策ケース 136 139 140 141 140 139.2

139.2 139.2 139.2 139.2 139.2
#REF! #REF! #REF! #REF! #REF!
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②ウォームビズ 

＜出典＞地球環境部会（第120回）・産業構造審議会環境部会地球環境小委員会合同会合（第41回）資料
『京都議定書目標達成計画の進捗状況について(環境省）』より環境省作成 
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 排出削減量（万t-CO2）

年度 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
第一約束

期間平均

実績 200 242 298 359 423 482 533 584 649 682 704 712 696 688

対策ケース 649 726 816 921 1,035 830

○省エネ型電気ポット、食器洗い機、電球型蛍光灯、節水シャ
ワーヘッド、空調用圧縮機省エネ制御装置の導入台数の全て
で計画時の目標に届いていない。景気減速の影響や代替製品
や技術（LEDやBEMS等）の普及が原因として考えられる。 

○ただし、電球型蛍光灯、節水シャワーヘッド、空調用圧縮機
省エネ制御装置は導入目標より下回ってはいるものの増加傾
向にある。引き続き施策を実施することで省エネ機器への買
換え促進が誘導されることが期待される。 

京都議定書目達計画の進捗結果：省エネ機器の買換え促進(1) 

e)空調用圧縮機省エネ制御装置 
２％ 

b)食器洗い機 
８％ 

c)電球型蛍光灯 
５１％ 

d)節水シャワーヘッド 
 ８％ 

a)電気ポット 
３１％ 

対策ケースの排出削減見込み量 
（第一約束期間平均値830万t-CO2）に占める 

各機器の削減割合 

a)省エネ型電気ポット、b)食器洗い機、c)電球型蛍光灯、d)節水シャワーヘッド、e)空調用圧縮機省エネ制御装置の合計値  

対策・施策の進捗状況に関する評価 

＜出典＞地球環境部会（第120回）・産業構造審議会環境部会地球環
境小委員会合同会合（第41回）資料『京都議定書目標達成計画の
進捗状況について(環境省）』より環境省作成 18 
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京都議定書目達計画の進捗結果：省エネ機器の買換え促進(2) 

省エネ型電気ポットへ
の買換えで通常型に比
べて54%の省エネ 

261万tのCO2削減 

a)省エネ型電気ポット 
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（千台） 電気ポット出荷台数の推移

左図：省エネ型電気ポットを含む電気ポットの出荷台数 

＜出典＞地球環境部会（第120回）・産業構造審議会環境部会地球環境小委員会合同会合（第41回）資料
『京都議定書目標達成計画の進捗状況について(環境省）』より環境省作成 19 
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京都議定書目達計画の進捗結果：省エネ機器の買換え促進(3) 

電球型蛍光灯への買換
えで白熱灯電球に比べ
て約75%の省エネ 

422万tのCO2削減 

※枠内に示したCO2削減量は、計画策定時における第１約束期間平均の年間排出削減見込み量。 

c)電球型蛍光灯 

排出削減見込み量が大きい電球型蛍光
灯の導入は、順調に進展 

左図：白熱灯電球の販売個数と電球型蛍光灯の販売個数
の合計に占める電球型蛍光灯の割合 

左図：白熱灯電球の販売個数と電球型蛍光灯の販売個数
とLED電球総需要の合計 
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68万tのCO2削減 

14万tのCO2削減 

京都議定書目達計画の進捗結果：省エネ機器の買換え促進(4) 

節水シャワーヘッドへ
の買換えで通常型に比
べて20%の省エネ 

空調用圧縮機省エネ制
御装置の導入で13%
の省エネ 

食器洗い機の導入で手
洗い時に比べて56%
の省エネ 

64万tのCO2削減 

b)食器洗い機 ※枠内に示したCO2削減量は、計画策定時における第１約束期間平均の年間排出削減見込み量。 

d)節水シャワーヘッド 

e)空調用圧縮機省エネ制御装置 

＜出典＞ 
地球環境部会（第120回）・産業構造審議会環境部会地球環境小委員会合同会合（第41回）資料『京都議定書目標達成計画の進捗状況について(環境省）』より環境省作成 21 
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2020年以降の対策効果の見込み 

  京都議定書約束期間（参考） 実績 予測・目標 

年度 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 ～ 2025 ～ 2030 

クールビズ 
（家庭） 

（万t-CO2） 

対策
ケース 

－ － － － －  － 49  51  53  55  57  59 60  ～  60 ～ 59 

実績 37 39  40  46  47  45 － － － － －  － － －  － － －  

クールビズ 
（業務） 

（万t-CO2） 

対策
ケース 

－ － － － －  － 40  41  43  45  46  48   50  ～ 51  ～  51  

実績 35  31  29  40 37  35  － － － － －  － － －  － － －  

ウォームビズ 
（家庭） 

（万t-CO2） 

対策
ケース 

－ － － － －  － 243  247  252  256  261  265  270  ～ 284  ～ 293  

実績 227  205  224  239  235  236  － － － － －  － － －  － － －  

ウォームビズ 
（業務） 

（万t-CO2） 

対策
ケース 

－ － － － －  － 63 65  67  69  70  72  74  ～ 80  ～  86  

実績 56  59  54  51  62  60  － － － － －  － － －  － － －  

上記合計 
対策効果 

（万t-CO2） 

対策
ケース 

－ － － － －  － 395  404  415 425  434  444  454  ～  475  ～  489  

実績 355  334  347  376  381  376  － － － － －  － － －  － － －  

  京都議定書約束期間（参考） 実績 予測・目標 
年度 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 ～ 2025 ～ 2030 

LED 
ストック量 
（百万台） 

対策
ケース 

－ － － － －  － 85  122  154  176  187  192  201  ～ 222  ～ 228  

実績 － － － － 22  45  － － － － －  － － －  － － －  

対策効果 
（万t-CO2） 

対策
ケース 

－ － － － －  － 422  602  762  869  928  952  994  ～  1,101  ～  1,130  

実績 － － － － 114  233  － － － － －  － － －  － － －  

＜国民運動の実施＞ 

＜省エネ機器の買換え促進＞ 

※上記の予測・目標値は、いずれも現時点での試算値。今後の精査により変更があり得る。 22 


